
  

第2編  
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  老人保健福祉
1  老人保健対策
(1)  概要

昭和58年2月1日から老人保健法が施行された。この制度のねらいは,疾病構造の変化及び高齢化社会の到
来に対応し,予防から医療,機能訓練等に至る総合的,一体的な保健医療施策を行うとともに,老人医療費を
国民皆で公平に負担することにある。

整備計画地域の施設配置構想
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(2)  医療等

老人保健法による医療等は,70歳以上の者及び65歳以上70歳未満の者で一定の障害を有することを市町村
長により認定された者を対象として行われ,その費用は,国民皆が公平に負担する見地から,老人の一部負担
を除いた額について国が20%,都道府県及び市町村がそれぞれ5%負担し,残りの70%は医療保険各制度の
保険者が拠出することになっている。

老人保健事業の概要(体系図)

第Ⅱ-1-1表 国民医療費と老人医療費の推移
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(3)  保健事業第2次5か年計画

1. 計画期間昭和62年度～平成3年度

2. 長期的目標

3. 重点事項

1) 日常生活における健康な生活習慣の確立を支援する保健事業を推進し,特に老人に対しては
地域や家庭でのケアの支援を目指すきめ細かな事業を実施する体制の確立。 

2) 循環器疾患,肝疾患対策の強化,肺がん,乳がん検診の導入等魅力ある健診づくりの推進。

3) ねたきり老人,痴呆性老人対策の強化。

4) 福祉サービス,医療サービス,職域保健サービスとの連携の強化。

5か年計画

医療等以外の保険事業の概要
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(4)  老人保健施設

老人保健施設は,急激に増大すると予想されるねたきり等の要介護老人に対し,医療ケアと日常生活サービ
スを併せて提供する施設として創設されたものであり,昭和63年4月から本格的実施されている。(平成元
年12月末開設数212か所)

医療等以外の保健事業の概要

老人保健施設の概要

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（平成元年版）



  

第2編  
第1部  制度の概要及び基礎統計
Ⅱ  老人保健福祉
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(1)  在宅福祉対策

在宅福祉対策
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(2)  施設福祉対策

施設福祉対策
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(3)  社会活動促進対策

社会活動促進対策

(参照)明るい長寿社会づくり推進機構一覧

(参照)明るい長寿社会づくり推進機構一覧
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(参照)各都道府県高齢者総合相談センター一覧

(参照)各都道府県高齢者総合相談センター一覧
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(4)  シルバーサービス

シルバーサービスの現状
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1)  シルバーサービスの現状

＜民間事業者による老後の保健及び福祉のための総合的施設の整備の促進に閲する法律の流れ＞

民間事業者による老後の保健及び福祉のための総合的施設の整備の促進に閲する法律の流れ

2)  シルバーサービス振興会

社団法人シルバーサービス振興会は,シルバーサービスを提供しょうとする我が国の企業等183社がシル
バーサービスの健全な発展を期すために設立した団体である。

同振興会では,民間の自主的な取組として,シルバーサービスの質の確保・向上等その在り方についての調
査研究及びシルバーサービスに関する情報の収集等の活動を行うとともに,シルバーサービスを提供する
事業者の遵守すべき倫理綱領の策定が行われた。(昭和63年5月)さらに,平成元年7月には,安全性・倫理
性・快適性等の観点から一定の基準に適合している良質なサービスや商品にシルバーマークを交付する
「シルバーマーク制度」を在宅介護サービス及び在宅入浴サービスについて実施したところであり,今後
対象となる商品やサービスを順次拡大することとしている。

○ シルバーマーク制度

シルバーマーク制度は,社団法人シルバーサービス振興会が,良質なシルバーサービスとして必要な事項を
基準として定め,この基準に適合していると認められたシルバーサービスに対してシルバーマークを交付
するものである。

シルバーマーク認定証
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現在,在宅介護サービス及び在宅入浴サービスについて制度が実施されている。
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